
議案第 59 号 

令和元年度貝塚市一般会計補正予算（第４号）の件 

令和元年度貝塚市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８５８，６０７千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３４，７９１，８９２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和元年９月９日提出 

 

                                                貝塚市長 藤 原 龍 男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　歳　入 (単位   千円)

12. 分担金及び負担金 221,917 △22,013 199,904

1. 負担金 216,833 △22,013 194,820

13. 使用料及び手数料 436,468 △26,912 409,556

1. 使用料 288,717 △26,912 261,805

14. 国庫支出金 5,783,996 294,133 6,078,129

1. 国庫負担金 5,432,532 155,732 5,588,264

2. 国庫補助金 328,008 138,401 466,409

15. 府支出金 2,678,565 78,180 2,756,745

1. 府負担金 1,952,007 77,865 2,029,872

2. 府補助金 568,319 315 568,634

17. 寄附金 1,300,013 425 1,300,438

1. 寄附金 1,300,013 425 1,300,438

18. 繰入金 1,993,483 1,000 1,994,483

1. 基金繰入金 1,988,693 1,000 1,989,693

19. 繰越金 2,231 45,384 47,615

1. 繰越金 2,231 45,384 47,615

20. 諸収入 553,166 454,110 1,007,276

5. 雑入 299,215 454,110 753,325

21. 市債 2,296,254 34,300 2,330,554

1. 市債 2,296,254 34,300 2,330,554

33,933,285 858,607 34,791,892

計

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

2. 総務費 5,336,919 660,196 5,997,115

1. 総務管理費 4,586,187 656,893 5,243,080

3. 戸籍住民基本台帳費 223,735 3,303 227,038

3. 民生費 15,711,862 137,127 15,848,989

1. 社会福祉費 6,119,642 705 6,120,347

2. 児童福祉費 6,483,421 136,422 6,619,843

9. 消防費 996,619 35,700 1,032,319

1. 消防費 996,619 35,700 1,032,319

10. 教育費 2,395,657 25,584 2,421,241

1. 教育総務費 373,267 1,000 374,267

2. 小学校費 759,929 4,102 764,031

4. 幼稚園費 259,678 18,164 277,842

5. 社会教育費 463,807 2,318 466,125

33,933,285 858,607 34,791,892

補 正 額 計款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



(追加)

　事　　　　　　項

千円

高 機 能 指 令 セ ン タ ー 整 備 事 業 301,103

　 　

限 度 額

第 ２ 表　　　　債  務  負  担  行  為  補  正 

期　　　　　間

令和元年度～令和２年度



起債の 起債の

方  法 借入先 償還期限 据置期間 その他 方  法 借入先 償還期限 据置期間 償還方法 その他

千円 年以内 年以内      千円 年以内 年以内

1,100 証書借入 年6.5％以内 政　府 20 3 左記の条件の範囲  証券発行の場合 32,800 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

又は （ただし、利率見 内において借入先  において発行価

証券発行 直し方式で借り入 その他 に融通条件がある  格が額面金額を

13,000 れる政府資金及び 25 3 場合その条件に従  下回るときは、 15,600 同左 同左

地方公共団体金融 うことができる。  それぞれの発行

機構資金について、 ただし、財政の都  価格差減額を埋

利率の見直しを行っ 合により償還期限  めるために必要

た後においては、 及び据置期間を短  な金額をそれぞ

当該見直し後の利 縮し又は繰上償還  れの限度額に加

率） 若しくは低利に借  算した金額を限

り換えることがで  度額とする。

きる。

起債合計 2,296,254 2,330,554

第３表  地 方 債 補 正

起債の目的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額 利  率
償還の方法

備　　考 限度額 利  率
償還の方法

備   考
償還方法

消 防 防 災 施 設
整 備 事 業

 年賦又は

 半年賦・

学 校 施 設
整 備 事 業

 元利均等

 又は元金

 均等若し

 くは満期

 一括償還
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